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Go To Webinarの利用方法（PC) 1/2

資料はこちらからダウンロード
できます。

質問はこちらに入力して下さい。

矢印マークを押すと、パ
ネルが折りたたまれます
（小さくなります。）

送信された質問は主催側のみに表示されますので、
参加者のみなさんに共有されることはありません。
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Go To Webinarの利用方法（PC) 2/2

講師

資料

「Webカメラ」を
クリックして、講
師の画像の位置を
上下左右、好きな
位置に変更可能。

境界線を動かして、
講師画像と資料画
像の大きさを変更

可能。
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Go To Webinarの利用方法（スマートフォン) 1/2

講師／資料

講師と資料の画面は同時
に映りません。左右にス
ワイプして、どちらかを
選んでください。また、
画面をタッチ（ピンチ）
して、資料や画像を拡大
して見ていただくことも

できます。

資料の取得はこちらから

◆iPhoneの場合

講師／資料

質問はこちらから。
タップすると右の
画面になります。

送信された質問は主催側のみに表示されますので、
参加者のみなさんに共有されることはありません。

質問を入力して、
「送信」をタップ
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Go To Webinarの利用方法（スマートフォン) 2/2

◆Androidの場合

資料

講師
資料の取得はこちら

から

資料

講師

質問はこちらから。
タップすると右の
画面になります。

質問を入力して、
「送信」をタップ
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本日の内容

マドリッド制度の概要

国際登録出願のプロセス

国際登録簿の管理

Q＆Aセッション

6
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個人・個人事業主

企業・団体の職員

代理人

7

ご質問

あなたは以下のいずれにあてはまりますか？



WIPO FOR OFFICIAL USE ONLY

あまり知識がない

ある程度の知識はある

十分な知識がある

8

商標制度／マドリッド制度についての理解度について

お答えください
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本日の内容

マドリッド制度の概要

国際登録出願のプロセス

国際登録簿の管理

Q＆Aセッション

9
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商標権とはどのような権利？

10

商標権の基礎知識

出典：特許庁HP

（https://www.jpo.go.jp/system/trademark/gaiyo/seidogaiyo/shotoha.html）

商標権の効力とは？

商標権の存続期間は？ ⇒ 設定登録日から１０年ごと

※日本の商標法に基づく

商標権の効力が及ぶ範囲は？⇒ 日本国内（属地主義）
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事業展開先で 商標権を取得していれば…

商標権を取得していないと…

11

 商標権は各国・地域ごとに取得が必要(属地主義)

 商標権は早い者勝ち

模倣品に対抗できない

自社のブランド名を先取り出願(冒認出願)さ

れるリスクあり

海外企業から権利侵害で訴えられるリスクあり

ECサイトで商品を販売できない可能性あり(出

店する際にECプラットフォーマーから商標登録の証明を求めら

れるケースが多い)

模倣品を排除できる(税関での輸入差止

め、警告状送付、訴訟)

冒認出願を排除するコスト不要

安心して自分の商標を使える

ECサイトの求めに応じて商標登録の証明

を提出して出店可能

金融機関からの資金調達に有利(事業性

評価に生きる)

海外における商標保護の重要性

！
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直接出願ルート

⇒ 権利を取得したい国の知的財産庁に直接出願を行う方法

12

海外で商標権を取得する二つの方法

マドリッド出願ルート

⇒ マドリッド制度に基づく国際登録出願を行う方法
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ある

ない

13

ご質問

マドリッド制度に基づく国際登録出願（代理含む）を

利用したことがありますか？
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一つの出願で複数の国に出願するのと同等の効果

国際登録の更新、名義人変更などの各種管理手続きが

一括でできる

国際登録後に、新たな国を追加して指定（事後指定）し、

保護の範囲を拡張することができる

14

マドリッド制度とは

米国

欧州

豪州

基礎商標

（日本）
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マドリッド同盟国
15

同盟数：112 (EUとOAPIを含む) 128か国をカバー

カナダ

2019.6.17-

ブラジル

2019.10.2-

マレーシア

2019.12.27-

トリニダード・トバゴ

2021.1.12-

パキスタン

2021.5.24-

アラブ首長国連邦 New!

2021.12.28-

*すべての同盟国は議定書に加盟。

55か国は協定にも加盟。

ジャマイカ New!

2022.3.27-

チリ New!

2022.7.4-

カーボベルデ New!

2022.7.6-
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世界全体の国際登録出願件数は年々増加。

2021年の出願件数は73,100件で前年比14.4%増

16

国際登録出願の件数

73,100

出典：Madrid Yearly Review 2022 

https://www.wipo.int/edocs/pubdocs/en/wipo-pub-940-2022-en-madrid-yearly-review-2022.pdf
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17

国際登録出願の件数

出典：Madrid Yearly Review 2022 

https://www.wipo.int/edocs/pubdocs/en/wipo-pub-940-2022-en-madrid-yearly-review-2022.pdf

国別のマドリッド出願件数（2021
年）

日本を本国とする国際登録出願件数は3,255件（第7位）
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18

出願人別出願件数ランキング（2021年）

出典：Madrid Yearly Review 2022 

https://www.wipo.int/edocs/pubdocs/en/wipo-pub-940-2022-en-madrid-yearly-review-2022.pdf

出願人ランキングTOP100内には9社の日本企業がランクイン

日本企業の出願件数トップは資生堂（前年同様）

1～10位（全体）
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19

マドリッド制度の活用事例

WIPOが提供する知財活用事例のデータベース（IP Advantage）において、

マドリッド制度の活用事例を掲載（国や産業分野でフィルタリング可）
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国際登録出願直接出願

各国直接出願とマドリッド制度を利用した国際出願の比較

出願人

(代理人)

国際登録簿

で一元管理

A国

知財庁

B国

知財庁

C国

知財庁

出願人

(代理人)

日本国

特許庁

WIPO

A国

知財庁

B国

知財庁

C国

知財庁

基礎商標
(国内出願・登録)

A国 B国 C国

出願日

出願日

現地

代理人

現地

代理人
現地

代理人

各国の言語で

個別手続

代理人手数料

翻訳料

が発生

英語による１通

の出願書類

出願時の現地代

理人選任不要指定通報出願出願出願

WIPOへ国際出願手数料

を一括納付（本国官庁

手数料を除く）

各国通貨での支払い

指定国

本国官庁とのコミュニケー

ションは日本語で可能



WIPO FOR OFFICIAL USE ONLY

マドリッド制度のメリット
21

 願書１通で複数国に出願できる（2, 3か国以上でコストメリットあり）

 英語(*1)で出願できる（各国ごとの翻訳不要）

 出願時に現地代理人は不要(*2)

 料金支払いはWIPOへ一括して行う（各国ごとの支払い不要）

 本国官庁の受理日が各国への出願日(*3)となる（出願日の早期確保）

 更新、名義・名称・住所等変更の手続きはWIPOに一括して行う

 国際登録をもとに事後指定（出願先の国を追加）が可能

 オンラインサービスの充実（更新、各種変更等のオンライン手続き可)

出願

管理

費用節減

手続きの簡素化

(*1) 日本から出願する場合。

(*2) 指定国官庁から拒絶理由が通知された場合、応答には現地代理人が必要となるケースが多い。

(*3) 本国官庁が出願を受理した日から２ヶ月以内に国際事務局が受理した場合。
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本日の内容

マドリッド制度の概要

国際登録出願のプロセス

国際登録簿の管理

Q＆Aセッション

22
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国際登録出願のプロセス

23

（1）出願・本国官庁における認証

（2）国際事務局における方式審査・国際登録

（3）指定国における実体審査
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手続きの流れ
24

基礎出願

or 登録

国際登録日

実体審査

国際登録証 WIPOでの記録

及び通報

WIPO 指定国
指定国での決定: 

保護 or 拒絶

12 or 18 ヶ月2 ヶ月 2 – 3 ヶ月

10 年

管理:更新

10年ごと

暫定拒絶

通報可能

期間

(1)出願・本国官庁
における認証

(2)国際事務局に
おける方式審査・

国際登録

(3)指定国における実体審査

本国官庁
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国際登録出願の条件
25

基礎要件

 本国官庁において、既に商標出願又は商標登録をしていること

①基礎商標と国際登録出願の商標が同一

②基礎商標の商品・役務と国際登録出願の商品・役務が同一又はその範囲内

③基礎商標の出願人又は権利者と国際登録の出願人が同一

出願人適格

 日本国民又は日本に住所もしくは居所（法人の場合は営業所）を有しているこ

と

出願先

 マドリッド協定議定書の加盟国であること

※日本国特許庁を本国官庁とする場合
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実務上のポイント：案件の選別
26

 同一商標で展開する商品

 英語名のコーポレートブランド、ロゴマーク、ペットネーム等

 将来的見通しも含めて数カ国以上に展開予定

 中長期的な観点を踏まえると、２～３ヶ国以上でコストメリットあり。

 事後指定の可能性も考慮。

 基礎商標に特段の問題がない案件

 基礎商標が登録に至らなかった場合や５年以内に登録が取り消された場合は国際登録に影響。

WIPO

ワイポ
WIPO
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実務上のポイント：一定期間の基礎商標への従属
27

 国際登録日から５年以内に基礎出願・登録が縮減、拒絶、無効などされたときは、それに相当する

範囲で国際登録の一部または全部が取り消されます（議定書6条(3)）。

救済措置：トランスフォーメーション

従属性に基づき国際登録が取り消されたとしても、取消日から３ヶ月以内は国際登録日の利益を保

持したまま各国出願に移行することが可能（議定書9条の5）。具体的手続は各国の制度運用による。

なお、従属性の影響で基礎商標が消滅している大半
は、出願中の商標を基礎としているケース。第三者からの
異議、無効審判、不使用取消審判などにより消滅した
確率は非常に少なく、救済措置もあるため過剰な心配は
不要。

基礎登録

国際登録

減縮 出願

〔指定国の国内法〕

3月以内

〔マドリッド制度〕

国際登録日の利益は

維持

取消
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①国際出願・本国官庁における認証

28

本国官庁（日本国特許庁）に願書を提出：

１）様式MM2を窓口又は郵送にて提出 または

２）オンラインでの出願（Madrid- F-Filing）

本国官庁は、基礎要件を確認。不備がなければ認証し、WIPOへ出願を送付

＜※メールアドレスの記載義務化＞

2021年2月から、出願人及び代理人のメールアドレスの記載が必須となった。

原則、WIPOからの通知は代理人がいる場合は代理人のみに行われるが、

①代理人の選任手続きに不備があった場合や代理人が辞任した場合、

②更新に係る連絡（国際登録存続期間満了６か月前の非公式のお知らせ、更新料不足の

場合の連絡、国際登録を更新しなかった場合のお知らせ）は名義人にも連絡される。
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Madrid e-Filing

29

操作マニュアル

ログイン

特許庁ウェブサイト「制度・手続」＞「商標＞国際出願」＞「WIPOが提供するオンラインツール」＞「Online 

services（オンラインによる手続フォーム）」からアクセス
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②WIPOにおける方式審査・国際登録

30

MM2受理 方式審査

欠陥通報 みなし取下げ

通報・公報翻訳

欠陥通報の内容

 分類欠陥（本国官庁が是正すべき欠陥）（規則12(1)）

 表示欠陥（本国官庁が是正すべき欠陥）（規則13(1)）

 その他の欠陥（主に料金） （規則11）

方式審査後の流れ

 出願言語以外への翻訳、国際登録簿への記録（Madrid Monitorにも記録）

 指定国への通報、本国官庁への通知、名義人への登録証の送付（規則14(1)）

 WIPO公報への掲載（E-Gazette)（規則32(1)(a)(i)）
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欠陥通報への応答方法

31

出典：日本国特許庁HP

https://www.jpo.go.jp/system/trademark/madrid/yoshiki/kekkan-oto.html

https://www.jpo.go.jp/system/trademark/madrid/yoshiki/kekkan-oto.html
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欠陥通報への応答方法（WIPOに応答する場合）

32

「an irregularity letter」を選択

「submit a response to an 

irregularity letter」を選択

欠陥通報に記載されている

Reference number を記入
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③指定国官庁における実体審査

33

保護が認められるか否か、指定国の国内法に基づき審査（議定書4条(1)）

審査期間：原則、指定国がWIPOから通報を受けた日から12か月以内

ただし、議定書第5条(2)(b)に基づく宣言をしている国は18か月以内（規則18(2)(a)）

上記期間内に拒絶理由が発見されない場合、保護認容声明を送付（規則18の3(1)）

保護できない理由がある場合、指定国官庁は暫定拒絶通報を名義人（代理人）に

通知（議定書5条）

暫定拒絶通報送付可能期間内にいずれの通報も送付されない場合、保護されたものと

みなされる

＜注意＞

中国、ガンビア、マダガスカルは、規則第17(5)(e)に基づく宣言により暫定拒絶通報が審査段階での最終的な通知

となる。

登録証の発行は条約上の義務ではないため、各国の登録証は自動的に発行する国、請求により発行する国、

発行しない国がある。



WIPO FOR OFFICIAL USE ONLY

国際登録出願にかかる費用

34

日本国特許庁に支払う手数料※

９，０００円

国際事務局に支払う手数料

基本手数料：６５３CHF（商標に色彩がある場合は９０３CHF）

＋

指定国が定める手数料（指定国数、区分数による）

※：他国の特許庁に出願する場合は、他国特許庁が定める手数料額となります。
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35

手数料額の例（一件あたり）

ケース①

商 標：色彩なし

区分数：１

指定国：中国、欧州、米国

約３２万円※

（１CHF＝140円で換算）

内訳

日本国特許庁 ９，０００円

国際事務局

＜内訳＞
－基本手数料
－指定国手数料

２，２５９CHF

６５３CHF
１，６０６CHF
（中国：２４９CHF
欧州：８９７CHF
米国：４６０CHF）

※：代理人を要する場合、代理人費用が別途かかります。
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Fee Calculator

36

https://madrid.wipo.int/feecalcapp/

 手続きにかかる費用を計算できるオンラインツール。

“New application”を選択

本国（日本）を選択

商品・役務の区分数を選択

保護を求める国を選択
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WIPO国際事務局への料金の支払い方法

MM様式による手続き

 銀行送金

 WIPO予納口座(WIPO Current Account)

オンラインツールによる手続き

 クレジットカード

 WIPO予納口座(WIPO Current Account)

37
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38

 開設時に2,000スイスフラン以上のデポジットが必要

 口座の管理費用はかからない

 利息なし

「Current Account at 

WIPO」をクリック

日本語を選択

「Paying for IP Services 

– How to Pay」をクリック

WIPO予納口座
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銀行送金

39

振込先銀行：Credit Suisse

銀行所在地：CH-1211 Geneva 70 SWITZERLAND

受取人名称：WIPO

受取人住所：34, chemin des Colombettes, CH-1211 

Geneva 20, Switzerland

口座番号(IBAN)：CH51 0483 5048 7080 8100 0

SWIFT/BIC code ： CRESCHZZ80A

 銀行に設置の「外国送金依頼書兼告知書」を使用

 スイスフラン建て

 事前(手続き前)に送金

 送金からWIPO受領までに3日以上かかる

 複数の手続きについて一括支払いする際は各手続きと

金額のリストをWIPOへ送付

 送金時の通信欄の記載によりWIPO会計担当者が手

続きとの紐づけを行う。紐づけができない場合、処理が

遅れる/料金欠陥通報が通知される可能性

 送金手数料・中継手数料は送金者負担、国際事務

局側の受取手数料は国際事務局負担

 WIPOは支払い受領から10日以内に領収書を発行。

10日以内に届かない場合はWIPOへ連絡(Contact 

Madrid)

通信欄(受取人への連絡事項欄)に以下を記載(*1) 

手続きコード(出願「EN」、事後指定「EX」、等) (*2) 

国際登録番号(出願時は基礎出願/基礎登録番号)

名義人又は出願人名

商標名(出願時、文字商標の場合)

(*1) 文字数制限があるため、上から順にアルファベットで可能な限り記載

(*2) Transaction code: https://www.wipo.int/finance/en/transaction_codes.html

https://www.wipo.int/finance/en/transaction_codes.html
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本日の内容

マドリッド制度の概要

国際登録出願のプロセス

国際登録簿の管理

Q＆Aセッション

40



WIPO FOR OFFICIAL USE ONLY

国際登録後の各種手続き
国際登録の一括管理：WIPOに対して変更手続きをすることで、一括して各種変更ができる。

WIPOが国際登録簿に変更を記録し、指定国へ通報。指定国に対する個別の変更手続きは不要。

手続き ＭＭ様式 ＭＭ様式の提出先 オンラインツール 料金(スイスフラン)

事後指定 MM4 WIPO又は本国官庁 あり 区分数、指定国数等による

名義変更 MM5 WIPO又は締約国官庁 あり 177 (×国際登録数)

商品役務リストの限定 MM6 WIPOへ直接 あり 177 (×国際登録数)

放棄 MM7 WIPOへ直接 あり 無料

取消 MM8 WIPOへ直接 未対応 無料

名義人の名称・住所変更 MM9 WIPOへ直接 あり 150 (国際登録数にかかわ

らず）

代理人の名称・住所変更 MM10 WIPOへ直接 あり 無料

更新 MM11 WIPO又は本国官庁 あり 区分数、指定国数等による

代理人の選任・変更 MM12 WIPOへ直接 あり 無料
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事後指定
名義人が直接WIPO国際事務局に申請することも可能

 様式MM４をContact Madridの提出フォームから提出。

 オンラインツール（E-Subsequent Designation）を利用した申請が便利。

指定国の追加国と商品・役務の追加

 国際登録出願時に指定しなかった国を追加可能。

 国際登録出願時に加盟国でなかった国も、加盟後に追加可能*。

*ただし、以下の国は議定書14条(5)の宣言により加盟日以前の国際登録を基に事後指定はできない。

エストニア(1998.11.18)、フィリピン(2012.7.25)、インド(2013.7.8)、ブラジル（2019.10.2）

 商品・役務の追加は、国際登録簿に登録されている商品・役務の範囲内で追加可能

事後指定日

 国際事務局へ申請 → 国際事務局の受理日（欠陥がある場合、欠陥が是正された日）

 本国官庁経由で申請 → 本国官庁の受理日（2ヶ月以内にWIPOが受理した場合）

存続期間

 国際登録日から１０年（事後指定日から１０年ではないことに注意）
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更新
国際登録日から１０年ごと

 様式MM11又はオンラインツール（E-renewal）を利用した申請。

 満了６月前には名義人及び代理人に非公式の通報が送付される。

 2022年11月の規則改正で、より利便性が向上
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WIPOが提供するマドリッド関連オンラインサービス
44

Manage

Search

File

Monitor

•Madrid Portfolio Manager(登録管理)
• Subsequent Designation(事後指定)
• Change in ownership(名義変更 2022. 4-) ★NEW
• Limitation of Goods and Services(限定）
•Renunciation (国際登録の放棄)
•Change in Holder Details(名義人の名称・住所・メールアドレス等の変更)
•Management of Representative (代理人関連手続)
•Renewal(更新)
• Correction(更正 2022. 8-) ★NEW
• Payment(欠陥通報に対する支払い)

•Madrid e-Filing(出願)
•Madrid Goods & Services Manager(商品やサービス表示のDB)
•Madrid Member Profiles (各国の手続情報のDB)
• Fee Calculator (手数料計算)

•Madrid Monitor(国際登録のステータスや経過情報等のDB)

•Global Brand Database (国際登録及び各国商標のDB)
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Global Brand Database

45

 各国・地域の官庁の商標や、マドリッド制度を

通じた国際商標などを一括して検索できる無料

のデータベース

 図形商標のイメージサーチ機能あり

＜収録範囲＞

■各国・地域の官庁へ直接出願されている商標

データ (2022年7月現在、71か国・地域)

■マドリッド制度による国際商標データ

■リスボン制度による原産地名称データ

■パリ条約第6条の3による紋章・記章のデータ

■WHO医薬品国際一般名称 [INN]

※収録範囲の詳細はGlobal Brand Databaseの画面右上、

「HELP」メニュー内の「DATABASE CONTENTS」から確認。
検索結果
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Madrid Goods ＆ Services Manager（MGS）

46

https://madrid.wipo.int/feecalcapp/

 MGSは、指定商品・役務リスト作成の支援のための無料オンラインツール。

商品表示がWIPOや加盟国において採択可能かチェックする機能あり。
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Fee Calculator

47

https://madrid.wipo.int/feecalcapp/

 オンラインで国際出願手数料、事後指定手数料、更新手数料の額などを

計算可能。個別手数料の額は変動するため、手続直前の再チェックを推奨
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Madrid Monitor

48

https://madrid.wipo.int/feecalcapp/

 マドリッド制度により国際登録された商標のステータスと国際登録に係る

出願の最新の進捗状況を照会できるツール
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WIPOユーザーアカウントの作成
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WIPO IP PORTAL
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Contact Madrid

51

 a form submission(マドリッド制度の各

種様式の提出)

 an irregularity letter(欠陥通報に対す

る応答の提出など)

 a correction(更正依頼など)

 certified document(s)(各種証明書類

の発行依頼など)

 その他各種お問い合わせ
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Q&Aセッション
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オンラインセミナー(Webinar)
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WIPO日本事務所ウェブサイトにおけるマドリッド関連情報
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世界知的所有権機関(WIPO)日本事務所

住所: 〒100-0013 

東京都千代田区霞が関1丁目4-2 

大同生命霞が関ビル3階

TEL: 03-5532-5030

FAX: 03-5532-5031

E-Mail: japan.office@wipo.int

URL:  www.wipo.int/japan

お問い合わせ先
55
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